（各課様式１）

予算要求資料
令和２年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名　新広域物資輸送拠点環境等整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　危機管理部　防災課　地域支援係　電話番号：058-272-1111（内2746）
　                　　　　            E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　　12,473千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	12,473
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,473

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　県では、国が地方自治体のニーズと関係なく、大規模災害時に実施する「プッシュ型」の物資支援に対応するため、平成29年度に災害時広域受援体制調査・分析等事業を実施。この調査・分析結果において明らかとなった諸課題に対応すべく、岐阜県災害時広域受援計画の改訂及び岐阜県災害時物資輸送マニュアル（案）を策定。平成30年度より、非常用電源設備の整備や資機材の配備とともにフォークリフトの運転講習等、拠点運営スタッフの育成を行った。現在、年間３拠点において物資輸送の実動訓練を実施し、人員の効果的な配置の検討や不足する資機材の抽出等を行っているところ。
（２）事業内容
　　　岐阜県災害時広域受援計画や岐阜県災害時物資輸送マニュアル（案）に基づき、平成30年に１箇所、令和元年度に３箇所実施している広域物資輸送の実動訓練により、新たに、拠点運用や物資輸送のために必要な資機材が不足していることが明らかになった。このことより、住民の命を守る支援物資を、円滑かつ確実に避難者に供給する体制を構築するため、順次整備していく。
　　○すべての広域物資輸送拠点用に、７県事務所に配備する資機材
　　　・ブルーシート（物資の防水用　5.4m×3.6m　#2000）
　　　　　５枚×７県事務所＝３５枚

・安全ベスト、誘導棒（トラック誘導担当用）
　　３着・本×７県事務所＝２１着・本
・台車（物資の拠点内運搬用）
　　２台×７県事務所＝１４台

・ラッピングシート（荷造り用）
　　１箱×７県事務所＝７箱
・コピー機能付プリンター（各種帳票作成用）

　　　　　１台×７県事務所＝７台
　　○個別の拠点に配備する資機材
・フォークリフト（まきがね公園、飛騨・世界生活文化センター）
　　１台×２拠点＝２台
・ハンドリフト（まきがね公園、飛騨・世界生活文化センター）

　　２台×２拠点＝４台
・バルーンライト（まきがね公園）
９機×１拠点＝９機
・ポータブル発電機（まきがね公園）
９台×１拠点＝９台
・コードリール（まきがね公園）
　　　　　９台×１拠点＝９台
　　　・養生用ゴムマット（まきがね公園）
　　　　　５０枚×１拠点＝５０枚
（３）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	11,221
	フォークリフト、ハンドリフト、発電機　等

	消耗品費
	1,252
	ブルーシート、ラッピングシート、安全ベスト　等

	合計
	12,473
	


	　決定額の考え方　
飛騨・世界生活文化センターには既に整備済みの飛騨エアパークの資機材を使用できること、また、まきがね公園には施設内への資機材配備ができないことからそれぞれ計上を見送る。
消耗品等については施設管理者と調整の上、必要なものについては既定経費で対応することとし、計上を見送る。


事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県広域物資輸送拠点における設備を整備し、南海トラフ巨大地震といった「超」大規模災害の発生時においても、川上から川下までにいきわたる「災害に強い物流システムの構築」を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前年度末時点)
	目　標
	達成率

	訓練で明らかとなった県広域物資輸送拠点における資機材の整備
	0施設
（H30）
	－
（H　）
	－
（H　）
	0施設

（R1）
	全ての拠点に設置
	0％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

〇
	広域物資輸送拠点の環境整備は国のプッシュ型支援に対応し、円滑かつ確実に支援物資を住民に届けるためには不可欠であり、速やかに実施する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

〇
	広域物資輸送訓練の検証結果より、必要な物資を選定しているため、不可欠なものを選定している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（次年度の方向性）
	広域物資輸送訓練の検証結果より、必要な物資を選定し整備していく。



（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


